
岡山市女性が輝くまちづくり調査

報告書（抜粋）

市民局女性が輝くまちづくり推進課
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企業アンケート 市民アンケート

調 査 目 的
岡山市内の各企業における女性の雇用に関する意識を把握し、
本市の女性が輝くまちづくり関連施策の基礎資料とする。

企業・組織で働くことに関する市民の意識を把握し、本市の女性
が輝くまちづくり関連施策の基礎資料とする。

調 査 地 域 岡山市全域 岡山市全域

調 査 地 域 岡山市内に事務所を有する社員10人以上の企業 20歳代から50歳代までの男女

標 本 数 1,265社 3,000人

抽 出 方 法 岡山県企業年報2013より抽出 単純無作為抽出法（住民基本台帳から抽出）

調 査 項 目

・女性の雇用についての意識
・今後の女性の雇用方針
・女性が働き続けるための課題
・仕事と家庭の両立支援の取り組みについて
・その他自由意見

・現在の就労状況
・結婚・育児に際しての就労について
・女性の雇用環境について
・就労全般について
・その他自由意見

調 査 方 法 郵送による調査・回収（返送確認１回） 郵送による調査・回収（返送確認１回）

調 査 時 期 平成26年7月 平成26年7月

回 収 結 果 556社（回収率44.0％） 1,006人（回収率33.5％）

見 方

（１）図表の割合は百分率（％）で示し、小数点第２位を四捨五入して算出した。このため合計が100％にならない場合がある。
（２）図表中の「N」は、回答者総数または分類別の回答者数を示す。各割合はNを100％として算出している。
（３）設問の中には回答を複数選択するものがあり、これについては各回答の合計割合が100％を超えている。
（４）分析においては、無回答を除いている。
（５）正社員割合には管理職である正社員を除く。
（６）図表中、製造業には、「建設業」が含まれる。
（７）図表中、非製造業には、「情報通信業」、「運輸業」、「卸売業」、「小売業｣、「金融・保険業」、「不動産・物品賃貸業」、

「専門・技術サービス業」、「飲食サービス業」、「その他サービス業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「宿泊業」、
「教育・学習支援業」、 「医療・福祉」、「その他」、「不明」が含まれる。

（８）正社員は期間の定めのない雇用契約で働いている人を指す。
（９）非正社員はパート・アルバイトとして働いている人を指す。派遣、下請従業員は社員数に含まない。
（10）管理職は企業の組織系列の各部署において、配下の係員等を指揮・監督する役割の人を指す。
（11）［企業］、［市民］の表示はそれぞれ「企業アンケート」「市民アンケート」を示し、［/Ｐ］の表示は、「岡山市女性が

輝くまちづくり調査報告書」における該当グラフの記載ページを表す。

企業アンケート及び市民アンケートの実施状況
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製造業

195社

37.3％
非製造業

328社

62.3％

図Ⅰ-１-１
回答企業の業種別構成（N=523）
［企業／P4］

20人未満

170社

30.7%

20人～30人

未満 116社

21.0%

30人～50人

未満 99社

17.9%

50人～100人

未満 82社

14.8%

100人～300

人未満 56社

10.1%

300人～500

人未満 12社

2.2%

500人以上

18社 3.3%

図Ⅰ-１-４
回答企業の従業員規模別構成（N=553）
［企業／P6］

１ 女性の雇用について

（１）企業における女性の雇用の実態から

表Ⅰ-２-１
業種別 役員、従業員の女性割合 （Ｐ8）

業種
役員の
女性割合

従業員の
女性割合

管理職の
女性割合

正社員の
女性割合

非正社員の
女性割合

製造業（N=195） 19.2% 35.8% 5.7% 28.3% 67.6%

非製造業（N=361） 18.1% 45.5% 11.5% 31.6% 68.3%

全業種 18.4% 43.3% 9.9% 30.7% 68.2%

女性の雇用の多くは、非正社員という形態で占められてい
る。雇用形態が性別によって左右されているのであれば、
企業や組織の中で、女性の持つ能力が十分活かされていな
いとも考えられる。

回答企業の約９５％が、従業員３００人未満の中小
企業である。
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（２）企業における女性の雇用の重視度から

重視して

いる

154  社

28.9%

やや重視

している

199社

37.3%

あまり重

視してい

ない 154 

社 28.9%

重視して

いない

26 社

(4.9%)

図Ⅰ-４-１
女性の雇用についての基本スタンス（N=533）
［企業／P12］

51.9%

73.7%

48.1%

26.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業（N=189）

非製造業（N=312）

重視している + やや重視している 重視していない + あまり重視していない

図Ⅰ-４-２
業種別 女性の雇用の重視度 ［企業／P12］

「重視している」と「やや重視している」で全体
の約７割を占めており、女性の雇用に対して積極
的であるといえる。

非製造業及び従業員数１００人以上の企
業においては、女性の雇用に対してより
積極的であるといえる。

64.2%

63.8%

67.0%

74.7%

35.8%

36.2%

32.9%

25.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30人未満（N=274）

30人以上50人未満（N=94）

50人以上100人未満（N=79）

100人以上（N=83）

重視している＋やや重視している 重視していない＋あまり重視していない

図Ⅰ-４-３
従業員規模別 女性の雇用重視度 ［企業／P13］
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73.0%

29.8%

16.3%

15.2%

3.4%

2.8%

1.7%

1.1%

19.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

女性が就ける職種が限られているため (N=130)

経営上、男性従業員の確保の方がより重要であるため (N=53)

女性従業員を育ててもすぐに退職してしまうため (N=29)

仕事をする上で、女性はあまり戦力にならないため (N=27)

職場のマネジメントが難しくなるため (N=6)

女性が働くための環境整備にコストがかかるため (N=5)

顧客が望まないため (N=3)

男性従業員が女性従業員の増加を歓迎しないため (N=2)

その他 (N=35)
※複数回答

図Ⅰ-４-５
女性の雇用を重視していない理由（N=178） ［企業／P14］

女性が就ける職種への固定化した
意識が背景にあるのではないだろ
うか。

63.8%

57.0%

54.7%

22.8%

12.8%

11.1%

10.0%

1.4%

3.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

女性の感性、経験を活かすことによって事業が活性化するため (N=224)

仕事をする上で、男女の能力に差はないと考えるため (N=200)

女性の能力を活かせる機会が増えてきたため (N=192)

顧客ニーズに対応するため (N=80)

企業の社会的責任を果たすため (N=45)

優秀な男性従業員の確保が難しくなってきたため (N=39)

企業イメージが向上するため (N=35)

国や自治体の要請に応えるため (N=5)

その他 (N=13)
※複数回答

図Ⅰ-４-４
女性の雇用を重視している理由（N=351） ［企業／P13］

事業の活性化と合わせて、男女の能力
に差がない、能力を活かせる機会が増
えてきた、という意見が多く挙がって
いる。
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（３）企業における女性の雇用についての意識から

表Ⅰ-３-１
女性従業員割合の増減傾向と売上高、経常利益等の増減傾向 ［企業／P11］

（単位：社、％）

売上高 経常利益 従業員

増加
傾向

増減
なし

減少
傾向

無回答
増加
傾向

増減
なし

減少
傾向

無回答
増加
傾向

増減
なし

減少
傾向

無回答

従
業
員
の
う
ち
女
性
の
割
合

増加傾向
（128社）

84 25 16 3 69 34 21 4 95 18 14 1
(65.6) (19.5) (12.5) (2.3) (53.9) (26.6) (16.4) (3.1) (74.2) (14.1) (10.9) (0.8)

増減なし
（384社）

138 121 118 7 118 134 124 8 87 221 75 1
(35.9) (31.5) (30.7) (1.8) (30.7) (34.9) (32.3) (2.1) (22.6) (57.5) (19.5) (0.3)

減少傾向
（37社）

12 6 19 0 9 8 20 0 5 6 26 0
(32.4) (16.2) (51.4) (0.0) (24.3) (21.6) (54.1) (0.0) (13.5) (16.2) (70.3) (0.0)

58.8%
44.2%

22.3%
17.4%

14.8%
14.7%

12.2%
9.6%

7.4%
3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

職場の雰囲気が良くなる (N=317)

優秀な人材を確保できる (N=238)

企業イメージが向上する (N=120)

新たな商品、サービスの開発につながる (N=94)

従業員の勤労意欲が高まる (N=80)

生産性が向上する (N=79)

特にはない (N=66)

新たな販路開拓につながる (N=52)

従業員の定着率が高まる (N=40)

その他 (N=16) ※複数回答

図Ⅰ-６-１
女性を雇用するメリット（N=539） ［企業／P18］

30.9%

40.8%

68.6%

58.9%

0.5%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業（N=194）

非製造業（N=316）

増やしたい どちらでもない 減らしたい

図Ⅰ-７-２
業種別 将来の女性従業員数の増減意向 ［企業／P23］

32.0%

33.3%

38.3%

56.0%

67.6%

66.7%

60.5%

44.1%

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30人未満(N=278)

30人以上50人未満(N=96)

50人以上100人未満(N=81)

100人以上(N=84)

増やしたい どちらでもない 減らしたい

図Ⅰ-７-３
従業員規模別 将来の女性従業員数の増減意向 ［企業／P24］

非製造業及び従業員数１００人以上の企業では、将来
（５年後）の女性従業員数の増加に対する意識も積極
的な傾向である。

女性従業員が増加傾向にある企業においては、「売上高、経常利益が増加傾向にあ
る」と答えた企業が半数を超えており、それぞれの減少傾向とも合わせると、正の
相関関係があるといえる。
「女性を雇用するメリットは」との質問に対しては、職場の雰囲気や優秀な人材確
保という観点からの意見が多いことから、企業は、女性の雇用が直接業績の向上に
つながっているとまでは考えていないといえる。
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図Ⅰ-７-５ 将来女性従業員を増やす意向がない理由
［企業／P25より］

女性管理職
(N=235)

女性正社員
(N=298)

女性非正社員
(N=208)

女性が就ける職種が限られているから 49.8 58.1 52.9

家事や子育ての負担を考慮する必要があるから 22.6 28.2 30.3

業務に必要な経験・知識が不足しているから 15.3 10.1 8.7

残業・出張・転勤をさせにくいから 13.2 16.4 13.9

女性従業員が休業した場合に代替要員の確保が難しいから 13.2 16.8 11.1

結婚や出産で退職する女性が多いから 11.9 17.8 13.9

女性自身が昇進や活躍を望んでいないから 11.5 12.8 13.0

判断力・折衝力・企画力・マネジメント力などが不足しているから 9.4 5.7 4.3

女性が働きやすい職場環境を整備する負担が重いから 3.0 4.0 2.9

配偶者・パートナーや家族の理解が十分でないから 3.0 1.0 1.9

取引先の理解が十分でないから 1.3 1.0 0.5

管理職の理解が十分でないから 1.3 0.7 0.5

役員層の理解が十分でないから 1.3 0.7 0.5

男性従業員の理解が十分でないから 0.4 0.7 0.5

その他 17.4 16.1 18.3

単位％

Ｐ.４の女性の雇用を重視していない理由と同様
に、性別によって就ける職種が限られているとい
う意識とともに、家事や子育ての負担を考慮する
必要があるという意見が多いことから、「家事や
子育ては女性がする」という固定的な役割分担意
識も背景にあるのではないか。
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就労している人の割合は女性
77.0％、男性94.1％である。女性は
男性に比べ就労していない割合が高
くなっており、就労形態で見ると、
女性は男性に比べ正社員・正職員の
割合が低く、パートの割合が高く
なっている。

２ 女性の就労について

（１）市民の就労の実態から

女性

650人

64.9%

男性

352人

35.1%

20歳代

160人 16.0%

30歳代

265人 26.4%

40歳代

291人 29.0%

50歳代

286人 28.5%

図Ⅱ-１-２
性別構成（N=1002） ［市民／P33］

図Ⅱ-１-１
年代構成（N=1002） ［市民／P33］

会社経営・自営

65人 6.5%

正社員・正職員

510人 51.1%
パート 150人

15.0%

アルバイト

42人 4.2%

派遣社員・派遣

職員 27人 2.7%

その他就労中

35人 3.5%

就労していない

169人 16.9%

図Ⅱ-２-１
現在の就労状況（N=998）［市民 ／P35］

図Ⅱ-２-２
男女別 現在の就労状況 ［市民／P35］

6.5%

4.3%

10.5%

51.1%

39.6%

72.4%

15.0%

21.9%

2.3%

4.2%

4.0%

4.6%

2.7%

3.2%

1.7%

3.5%

4.0%

2.6%

16.9%

22.9%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=998)

女性(N=647)

男性(N=351)

会社経営・自営 正社員・正職員 パート

アルバイト 派遣社員・派遣職員 その他就労中

就労していない
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図Ⅱ-２-13
現在就労していない人の今後の就労
（N=149<女性131、男性18>）
［市民／P42］

現在就労していない人（うち女性が約88％を占
める）の4分の3は今後の就労を希望している。
希望する就労形態はさまざまだが、年齢別に見
ると、30歳代から40歳代ではパートとして働き
たいという希望が多い。

起業して、経

営者･個人事

業主として働

きたい 5人

3.4%

正社員・正職

員として働き

たい 31人

20.8%

パートとして

働きたい

53人 35.6%
アルバイトと

して働きたい

9人 6.0%

派遣社員・派

遣職員として

働きたい 2 

人 1.3%

その他

11人 7.4%

今後も就労の

予定はない

38人 25.5%

7.0%

4.3%

54.5%

29.7%

14.0%

4.3%

13.6%

51.4%

44.2%

25.5%

18.2%

2.7%

4.7%

4.3%

4.5%

2.3%

9.1%

5.4%

4.7%

10.6%

10.8%

23.3%

51.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳代（N=22）

30歳代（N=37）

40歳代（N=43）

50歳代（N=47）

起業して、経営者･個人事業主として働きたい 正社員・正職員として働きたい

パートとして働きたい アルバイトとして働きたい

派遣社員・派遣職員として働きたい その他

今後も就労の予定はない

図Ⅱ-２-14
年代別 現在就労していない人の今後の就労意向 ［市民／P42］

53.2%

52.3%

45.0%

38.5%

14.7%

11.0%

8.3%

7.3%

4.6%

3.7%

13.8%

0% 20% 40% 60%

希望の労働条件に合うかどうか(N=58)

希望する勤務時間帯であるかどうか(N=57)

子育てと両立できるかどうか(N=49)

希望する職種の仕事があるかどうか(N=42)

業務での高い専門知識やスキルが求められるのではないか(N=16)

家族の看護・介護と両立できるかどうか(N=12)

残業をしなければならないのではないか(N=9)

配偶者・パートナーや家族の理解と協力が得られるかどうか(N=8)

転勤をさせられるのではないか(N=5)

不安はない(N=4)

その他(N=15) ※複数回答

図Ⅱ-２-15 就労に際し不安なこと（現在未就労で就労希望の人）
（N=109<女性95、男性14>）［市民／P43］

就労への不安として、労働
条件や勤務時間、子育てと
の両立が多く挙げられてい
る。
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（２）就労の継続についての意識から

図Ⅱ-４-３
「女性が働き続けるために必要なもの」に関する市民・企業の意識
［企業・市民／P51より］

市民からは企業や組織での両立支援に加
え、上司の理解や職場の雰囲気が必要とい
う意見が企業よりも多く見られる。

女性が働きやすい職場の雰囲気や、やりが
いのある仕事、職務研修や教育研修につい
ては、企業の方がより必要性を感じている
結果となっている。

企業
（N=533）

市民
（N=983）

子育てや、家族の介護・看護を支援する公的制度の充実 54.2 54.4

配偶者・パートナーの理解と協力 38.3 39.3

企業や組織における仕事と家庭の両立支援制度の整備、充実 35.6 53.0

女性が働きやすい職場の雰囲気 23.1 16.7

仕事と家庭（子育て・介護など）に関する職場の上司の理解 18.2 23.8

やりがいのある仕事を持つこと 16.3 10.1

女性の就労を促進しようという経営トップの意思表明 13.7 13.6

休暇がとりやすい職場の雰囲気 13.1 26.4

配偶者・パートナー以外の家族の理解と協力 11.4 10.8

幅広い職務経験や教育、研修などによる女性自身のｷｬﾘｱｱｯ
ﾌﾟ、ｽｷﾙｱｯﾌﾟ

10.1 4.9

仕事と家庭（子育て・介護など）に関する職場の同僚の理解 9.4 10.7

残業を減らすなどの組織の取り組み 6.0 9.1

信頼できるメンター（相談相手、指導者）の存在 5.8 8.6

昇進、昇格の機会があること 5.6 5.0

職場におけるロールモデル（目指したい先輩）の存在 5.4 2.1

その他 3.0 2.8

単位％

企業・市民ともに公的制度の充実が必要と
いう意見が一番多く共通している。
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（３）仕事と家庭（結婚・子育て等）の両立についての意識から

図Ⅱ-３-１
結婚時の仕事に対する思いと仕事継続に関する決定（N=409）［市民／P45］

辞めたいと思

うことなく働

いた 169人

41.3%

辞めたかった

が働いた 51

人 12.5%

辞めたかった

ので退職した

78人 19.1%

辞めたくな

かったが退職

した 91人

22.2%

その他 20人

4.9%

40.2%

23.4%

22.9%

12.6%

10.7%

6.5%

3.3%

23.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕事と家庭を両立する自信がなかったから(N=86)

仕事に続けたいと思うほどの魅力がなかったから(N=50)

配偶者・パートナーと同居するために転居しなければならなかったから(N=49)

結婚後は退職するものという職場の雰囲気があったから(N=27)

配偶者・パートナーの理解と協力が得られなかったから(N=23)

配偶者・パートナーからの退職してほしいという希望があったから(N=14)

配偶者・パートナー以外の家族の理解と協力が得られなかったから(N=7)

その他(N=51) ※複数回答

図Ⅱ-３-３
辞めたいと思った又は退職した理由（結婚時）（N=214） ［市民／ P46］

結婚時に辞めたいと思ったか、退職した人は
約５割である。その理由としては、仕事と家
庭の両立に対する自信がないことが、一番多
く挙げられている。
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辞めたいと思う

ことなく働いた

76人 30.9%

辞めたかったが

働いた 51人

20.7%

辞めたかったの

で退職した 37人

15.0%

辞めたくなかっ

たが退職した

75人 30.5%

その他 7人 2.8%

図Ⅱ-３-５
出産・育児に際しての仕事に対する思いと
仕事継続に関する決定（N=246）［市民／P47］

45.5%

42.9%

19.9%

19.9%

15.4%

12.8%

12.2%

7.1%

3.2%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自分の手で子どもを育てたかったから(N=71)

仕事と子育てを両立する自信がなかったから(N=67)

仕事に続けたいと思うほどの魅力がなかったから(N=31)

職場に妊娠・出産後、仕事を継続するための支援制度がなかったから(N=31)

配偶者・パートナーの理解と協力が得られなかったから(N=24)

職場に妊娠・出産後は退職するものという雰囲気があったから(N=20)

子どもを預ける施設やサービスがなかったから(N=19)

配偶者・パートナー以外の家族の理解と協力が得られなかったから(N=11)

配偶者・パートナーからの退職してほしいという希望があったから(N=5)

その他(N=26)
※複数回答

図Ⅱ-３-７
辞めたいと思った又は退職した理由（出産・育児時）
（N=156） ［市民／P48］

出産・育児時に辞めたいと思ったか退職した人は７割弱
であり、その理由としては、自分の手で子どもを育てた
いという意見と仕事と家庭の両立に対する自信がないこ
とが、一番多く挙げられている。



働き方を含めた子育て等家庭生活への男性の関
わりが両立を進めて行く上での鍵になるといえ
るのではないだろうか。

12

両立支援導入企業における、男性従業員を対象
とする育児休業制度の利用実績は、6.5％と低
調である。子育てに関する役割を、主に女性が
担っている現状が表れている。

図Ⅰ-９-２
両立支援制度導入企業における過去３年間の利用実績 ［企業/Ｐ29］

45.5%

6.5%

11.0%

37.4%

46.7%

54.4%

36.4%

30.8%

50.0%

77.8%

62.5%

32.1%

18.6%

68.7%

55.5%

42.8%

36.0%

31.3%

43.0%

34.6%

16.7%

46.9%

35.9%

24.8%

33.5%

19.9%

17.3%

14.4%

20.6%

34.6%

33.3%

22.2%

37.5%

20.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性従業員を対象とする育児休業制度(N=398)

男性従業員を対象とする育児休業制度(N=278)

介護休業制度(N=319)

育児や介護などのための短時間勤務制度(N=297)

フレックスタイム制度(N=75)

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ(N=160)

所定外労働（残業）の免除(N=214)

転勤免除(N=52)

事業所内託児施設の運営(N=6)

育児に要する経費の援助(N=9)

在宅勤務制度(N=16)

子供の看護休暇制度(N=196)

利用実績あり 利用実績なし 該当者がいない

74.7%

71.4%

61.3%

50.0%

40.3%

33.3%

11.1%

60.0%

100.0%

33.3%

57.1%

17.9%

14.3%

29.0%

23.9%

32.8%

28.6%

44.4%

20.0%

28.6%

5.3%

14.3%

9.7%

23.9%

17.9%

33.3%

22.2%

20.0%

66.7%

14.3%

2.1%

1.5%

4.8%

11.1%

2.2%

7.5%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業制度(N=95)

介護休業制度(N=7)

育児や介護などのための短時間勤務制度(N=31)

フレックスタイム制度(N=46)

始業、終業時刻の繰上げ・繰下げ(N=67)

所定外労働（残業）の免除(N=21)

転勤の免除(N=9)

事業所内託児所(N=15)

育児に要する経費の援助(N=2)

在宅勤務制度(N=3)

子どもの看護休暇制度(N=28)

大いに役立った 役立った どちらともいえない

あまり役立たなかった 役立たなかった

図Ⅱ-５-３
企業や組織における仕事と家庭の
両立支援制度の役立ち度合い ［市民／Ｐ53］

両立支援制度は、今後の就労を希望する人の不
安を解消するうえでも、必要性の高い制度であ
るといえる。

両立支援制度を利用したことがある人は、利
用した制度について役に立ったと評価してい
る。
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（１）女性管理職に対する企業の実態から

３ 女性管理職について

表Ⅰ-２-１
業種別 役員、従業員の女性割合 ［企業／P8※再掲］

業種
役員の
女性割合

従業員の
女性割合

管理職の
女性割合

正社員の
女性割合

非正社員の
女性割合

製造業（N=195） 19.2% 35.8% 5.7% 28.3% 67.6%

非製造業（N=361） 18.1% 45.5% 11.5% 31.6% 68.3%

全業種 18.4% 43.3% 9.9% 30.7% 68.2%

既に取り組ん

でいる

73社 (13.5%)

今後取り組ん

でいきたい

147社( 27.1%)

取り組んでい

く考えはない

119社( 22.0%)

わからない

203 社

( 37.5%)

図Ⅰ-６-２ 女性管理職を増やすための取り組み状
況（N=542）［企業／P18］

女性管理職の割合は9.9％と低い状況にある。
また、既に取り組んでいると回答した企業も13.5％となっており、
女性管理職を増やそうと意欲的に取り組んでいる企業は少ないとい
える。
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6.2%

17.7%

24.4%

27.4%

42.0%

35.6%

27.5%

19.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業（N=193）

非製造業（N=317）

既に取り組んでいる 今後取り組んでいきたい
わからない 取り組んでいく考えはない

図Ⅰ-６-３ 業種別 女性管理職を増やすための取
り組み状況 ［企業／P19］

8.2%

15.6%

17.5%

25.3%

24.6%

27.1%

27.5%

33.7%

39.3%

34.4%

37.5%

34.9%

27.9%

22.9%

17.5%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30人未満(N=280)

30人以上50人未満(N=96)

50人以上100人未満(N=80)

100人以上(N=83)

既に取り組んでいる 今後取り組んでいきたい
わからない 取り組んでいく考えはない

図Ⅰ-６-４ 従業員規模別 女性管理職を増やすた
めの取り組み状況 ［企業／P19］

46.9%

38.8%

35.7%

29.6%

19.4%

18.4%

18.4%

12.2%

10.2%

9.2%

8.2%

8.2%

5.1%

4.1%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

評価・査定基準の明確化(N=46)

昇進・昇格基準の明確化(N=38)

幅広い仕事の経験を積極的に与える(N=35)

女性社員に対する教育・研修への

参加の奨励(N=29)

モデル（模範）となる女性社員の育成(N=19)

公正な人事評価を行うための

評価者研修(N=18)

経営トップの意思表示(N=18)

女性の管理職候補者を対象とした研修(N=12)

個人のキャリアアッププランの作成(N=10)

女性の管理職候補者の個別育成(N=9)

自己申告制度の活用(N=8)

女性社員の登用に関する管理職・

同僚社員への研修(N=8)

社内公募制度の活用(N=5)

要件を満たさなくても管理職に登用する(N=4)

その他（N=3)

※複数回答

既に取り組んでいる内容

N=98

図Ⅰ-６-５
女性管理職を増やすための具体的な取り組み内容
より［企業／P20］

既に取り組みを行っている企業では、具体的な内容として、社内
の評価、昇進等の基準の明確化とともに、幅広い仕事での経験を
与える取り組みや、女性社員の研修が多く挙げられている。



（２）働き方や女性管理職に対する市民の意識から

図Ⅱ-７-２ 男女別 企業や組織の中での働き方に
ついての意識 ［市民／P66］

14.0%

7.7%

25.7%

24.5%

20.9%

31.2%

36.2%

40.5%

28.4%

25.3%

30.9%

14.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (N=936)

女性 (N=608)

男性 (N=327)

１「管理職を目指して働きたい」に対する意向

25.1%

29.4%

15.9%

43.4%

48.8%

32.8%

23.1%

16.9%

35.4%

8.5%

4.8%

15.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (N=906)

女性 (N=602)

男性 (N=302)

２「一般職、一般スタッフとして働きたい」に対する意向

52.6%

49.2%

59.6%

36.5%

37.7%

34.2%

8.3%

10.2%

4.6%

2.6%

3.0%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (N=918)

女性 (N=610)

男性 (N=307)

３「専門的な技術やスキルを高めて働きたい」に対する意向

非常にそう思う ややそう思う

あまりそう思わない まったくそう思わない

図Ⅱ-７-８ 男女別 管理職を目指して働くことに
「そう思わない」とする理由［市民/P71］

52.2%

47.1%

34.9%

15.1%

17.5%

17.1%

18.0%

6.7%

4.6%

4.8%

2.2%

2.6%

8.9%

26.9%

14.2%

38.1%

38.1%

23.9%

24.6%

13.4%

6.0%

11.2%

8.2%

3.0%

1.5%

17.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

能力・体力に自信がないから

仕事と家庭の両立が困難になるから

責任が重くなるから

メリットがない又は低いから

やるべき仕事が増えるから

今の仕事に満足しているから

自分の雇用管理区分では昇進可能性がないから

もともと長く勤める気がないから

やっかみが出て足を引っ張られるから

定年が近いから

周りに同性の管理職がいないから

配偶者・パートナーや家族が賛成しないから

その他 ※複数回答

女性

(N=416)
男性

(N=134)

女性は男性に比べ管理職よりも一般スタッフとしての働き方を希
望する人が多い。管理職として働きたいと思わない理由として、
能力・体力に自信がないとともに、仕事と家庭の両立への不安が
多く挙げられている。

15
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図Ⅱ-６-14
男女別 女性管理職が少ない理由 ［市民/P63］

57.0%

38.7%

40.9%

17.8%

15.9%

14.8%

14.3%

15.1%

12.5%

10.1%

10.8%

9.3%

7.2%

3.4%

3.2%

42.1%

46.2%

33.8%

23.5%

21.2%

21.5%

15.6%

11.5%

13.5%

12.1%

6.8%

6.8%

7.4%

2.9%

2.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

家事や育児などの負担があるため管理職としての対応ができないと思うから

結婚や出産で退職することが多いから

残業、出張、転勤に応じられる人が少ないから

管理職が出産等で休業した場合の代替要員の確保が難しいと思うから

就ける職種が限られていることで、幅広い職務経験が不足していると思うから

女性自身が管理職となって活躍することを望んでいないと思うから

働きやすい職場環境を整備するための会社や組織の負担が重いと思うから

男性従業員の理解が十分でないと思うから

役員層の理解が十分でないと思うから

管理職として必要な経験、知識が不足していると思うから

配偶者・パートナーや家族の理解が十分でないと思うから

管理職の理解が十分でないと思うから

判断力、折衝力、企画力、マネジメント力などが不足していると思うから

管理職に対する取引先の理解が十分でないと思うから

その他
※複数回答

女性(N=623)

男性(N=340)

女性管理職が少ない理由としては、
家事や育児の負担が多く挙げられ
ているが、女性の方が、よりその
傾向が強くなっている。

管理職として必要な経験、知識の
不足や判断力、折衝力などのビジ
ネススキルの不足が選択された割
合は、男女とも低くなっている。
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（３）将来の女性管理職の増加についての意識から

図Ⅰ-７-４
将来増やしたいとする女性の職種 ［企業/P24］

50.5%

48.5%

45.4%

44.4%

19.4%

13.3%

11.2%

10.2%

7.1%

2.8%

13.0%

38.9%

17.6%

21.3%

18.5%

41.7%

13.9%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

管理職

営業職

事務職

専門技術職

販売職

生産労務職

補助・その他

サービス・保安職

運輸・通信職
※複数回答

女性正社員(N=196)

女性非正社員

(N=108)

44.3%

26.9%

25.7%

25.7%

23.4%

16.8%

13.2%

13.2%

12.6%

10.2%

3.0%

3.0%

3.0%

1.8%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

幅広い仕事の経験を積極的に与える(N=74)

評価・査定基準の明確化(N=45)

昇進・昇格基準の明確化(N=43)

モデル（模範）となる女性社員の育成(N=43)

女性社員に対する教育・研修への

参加の奨励(N=39)

女性の管理職候補者を対象とした研修(N=28)

公正な人事評価を行うための

評価者研修(N=22)

経営トップの意思表示(N=22)

女性の管理職候補者の個別育成(N=21)

個人のキャリアアッププランの作成(N=17)

自己申告制度の活用(N=5)

社内公募制度の活用(N=5)

女性社員の登用に関する管理職

・同僚社員への研修(N=5)

要件を満たさなくても管理職に登用する(N=3)

その他(N=4)
※複数回答

今後取り組みたいとする内容

N=167

図Ⅰ-６-５
女性管理職を増やすための具体的な取り組み内容
より［企業／P20］

将来女性従業員を増やしたいと回答した企業のうち、約半数
（50.5％）が増やしたい職種を管理職と答えている。

女性管理職を増やすために今後取り組みたい内容としては、幅広
い仕事の経験を積極的に与えることや社内基準の明確化ととも
に、モデルとなる女性社員の育成や、女性社員に対する教育・研
修が挙げられている。
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非常に良い

ことだと思

う 432人

45.0%

どちらかと

いえば良い

ことだと思

う 474人

49.3%

どちらかと

いえば良く

ないことだ

思う

49人 5.1%

良くないこ

とだと思う

6人 0.6%

図Ⅱ-６-４
女性管理職の増加についての考え（N=961）
［市民／P57］

46.7%

41.7%

49.0%

50.0%

4.3%

6.5% 1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性（N=623）

男性（N=336）

非常に良いことだと思う どちらかといえば良いことだと思う
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図Ⅱ-６-５
男女別 女性管理職の増加についての考え［市民／P57］

図Ⅱ-６-６
年代別 女性管理職の増加についての考え［市民／P58］
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図Ⅱ-６-８
男女別 女性管理職の増加を良いことだと思う理由
［市民／P59］
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女性が能力・適性に応じて管理職に就くことは当然だから

管理職として女性が能力を発揮することは経済、社会の活性

化につながるから

女性が管理職として自分の働き方を選べるのは当然だから

管理職として女性が能力を発揮することは会社や組織にとっ

て有益であるから

職場や社会に女性が進出して欲しいから

女性の管理職は自分が働いていくうえでの目標となるから

職場の体質、イメージが良くなると思うから

なんとなくそう思うから

その他 ※複数回答

女性(N=596)

男性(N=307)

女性管理職の増加
について市民の９
割が肯定的に捉え
ており、性別、年
代別に見ても大き
な差はない。

男女ともに、女性
が能力・適性に応
じて管理職に就く
ことは当然だとい
う意見が多く挙げ
られている。
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今後の取り組みについて

提案１ 企業と女性両方に向けた、働く女性の活躍を進める取り組み

提案２ 仕事と家庭生活の両立に対する不安を軽減する取り組み

○女性の活躍を進めるためには、企業が女性の感性・経験を生かすことで事業が活性化された他社の好事例を知ることが効果的ではないか。

○性別によって就ける職種が限られるという意識の変化を促すことが、結果として女性の職種を広げ、さまざまな分野で女性が活躍すること
につながるのではないか。

○企業における「女性管理職を増やしたい」という意見、また、女性の「管理職を目指して働きたい」という意見が少ないという現状につい
て、企業・女性両者の意識改革を促すための取り組みを検討すべきではないか。

○企業が、女性管理職を増やすために今後取り組みたいと考えている女性社員への研修やロールモデル育成については、社内だけではなく、
他の企業の社員と交流しながら行うことが、より効果的ではないか。

○管理職を目指すうえで、女性のほうが能力・体力に自信がなく、仕事と家庭生活の両立についての不安が大きい。このことから、両立支援の
充実とともに、女性が自らの能力を適切に評価し、自信を持つことができるような支援が考えられないか。

○仕事と子育ての両立について、両立支援制度の充実はもとより、子育ては配偶者・パートナーと一緒にするものであるという意識改革や、企
業（上司や同僚）が両立に理解を示す働きやすい雰囲気づくりなどを実現させる取り組みとして、男性への働きかけが有効ではないか。

○育児を理由に退職を希望する人に対しては、育児が一段落した後に、個々のニーズに応じた働き方を可能にするための支援が必要ではない
か。

○両立支援制度は、市民からも企業からも、女性が働き続けるために必要とされている施策であることから、今後もさらなる充実が必要ではな
いか。

○現在就労していない人の４分の３は働くことを希望している。個々のニーズを踏まえ、自分の望む働き方を可能にするための支援が必要では
ないか。特に、結婚や子育てを機に仕事を辞めた人は、その後再就職を希望する可能性が高いことから、個々のライフスタイルに配慮した取
り組みが検討できないか。

○結婚や子育てなどのライフステージにおいて、本人の希望に反して仕事の継続が不可能になるようなことがないよう男性や企業の意識改革を
促す取り組みが必要ではないか。

提案３ 希望や状況に応じた、さまざまな働き方を進める取り組み


